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これは，私どもの「高度経済成長期の地域社会の動向についての若干の考察（その4）

一一
ｻ段階の北海道市町村の集落構成を中心に一」に続くものである。前稿において，昭　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

和45年（1970）前後を申心に論述したが，ここでは昭和35年（1960）前後を中心に諭述する

ことにする。そして，昭和35年から45年にわたる市町村の集落構成の推移にもおよぶことに

したい。したがって，問題の所在，資料および方法については，とくに明らかにしない場合，

前稿と同様であるω。　　　　　　　　　　　　　’
しかし，前稿では明らかにしていなかった重要なことがある。それは，全国における北海　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

道の位置づけである。そこで，まず，主題に即して，’ k海道の位距づけをしておく。ここで　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　LとりあげたrDID地区の人口集中率」とは，なにか。國勢調査でほ，調査時点の調査区を基

礎単位地域として用い，市町村の境域内で人口密度の高い調査区が隣接して，調査時に人口

5000人以上を有する地域を構成する場合，その地域を「人口集中地区（DID地区）」という。

昭和35年に全国で人口集中地区を設定したのは759市町村，人口集中地区数は888，人口集中

地区人口は408a　g万人であうた。　rDD地区の人口集中率」とは・全国および各都道府県爾

人口総数に対するそれぞれの人口集中地区人口の割合のことである㈲。そしてこの割合が大

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，ｫけれぱ大きいだけ，該当する地域の住民の「都市的集落」の居住率が大きいことになる。

さて，「総戸数率」とはなにか。「総戸数」とは，世界幾林業セソサスにおいて「盤業集

落」と定められだ領域内に居住する農家数と非農家数を合計したもので，当該の農業集落の

精通者からききとった戸数である｛3｝。この数戸数を全国，都道府県，市町村などの行政区域

ごとに集計する。そして，！それぞれの合計の行政区域ごとの世帯総数に対する割合を箕出す
る。これを「総戸数率」と名づける。昭和35年の総戸数合計ぽ，全国97α4万戸であって，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，同年の普通世帯は1967．8万戸であった。したがうて，全国の総戸数率は493％になる。つま

り，全国の普通世帯の半数近くが農業集落に居住したことになる。この割舎が大きくなれば

なるほど，該当する行政区域の住民の「村落的集落」居住率が大きいことになる。ここで注

意しておくべきことは，農林業セソサスと国勢調査の調査期日のちがいである。両調査は同

年の実施であるが，前者は2月1日，後者は10月1日の実施である。したがって，より適切

な資料を入手して，後日，補正する必要がある。　　　　　　　　　　　　　　　　．

第3に「持家率」である。これほ，国勢調査の「居住状態別普通世帯数」7を利用して算出

した。普通世帯総数に占める「持家」居住の普通世帯数の割合である。昭和95年国勢調査に

は・移動性を示す適切な資料をみつけがたいので，「持家率」を利用することにした。すな
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わち，持家率が大きければ大きいほど，地域住民の定着率が大きいことになる。昭和35年の

全国のi持家率は64．4％であった。

第1表は，都道府県単位に，DID地区の人口集中率，総戸数率，持家率の分布を示した。

これによると，DID地区の人口集中率は，1α0％から999％の諸階級に広く分布しているが，

総数の80％以上の37府県は1α0％から3ag％の階級に属している。一方，総戸i数率はα0％

から79．9％の諸階級に分布しているが，総数の89％以上の38府県は5α0％から7a　9％の階級

に属している。したがって，多くの府県の住民の4割未満がD皿）地区に居住し，同じく多く

の府県の世帯の5割以上が農業集落に居住していたことになる。そして，持家率の分布範囲

は，三者のなかでもっとも狭くて，4α0％から89．9％の諸階級であり，総数の85％以上の40

府県が5α0％から7ag％の階級に属している。

全国の割合を再言すると4a7％，498％，64．4％になる。しかし，幾何平均G・Mをとる

と，2a8％，56．7％，69．9％になる。そして，幾何平均は最顕値や中央値｛4｝に接近した値を

示しているので，府県間の比較にはより的確である。そうした手がかりをもって，北海道の

位置をみると次のようになる。

北海道のDD地区の入口集中率は
第1表　　　　　　　昭和35年

4a　1％である。これは，全国よりも

【契召鵬機戸数率1持稼率 小さいが幾何平均よりも大きい。そ

0．O～9．9 1 して，多くの府県よりも上位の階級

10．O～19．9 4 に属する。すなわち，北海道の住民

20．0～29．9 24 2 は，多くの府県の住i民よりもDH）地

30．O～39．9 9 3 区＝「都市的集落」に居住する割合
40．O～49．9 2 2 2

が大きい。この面からみると，北海
50．O～59．9 3 7 5

60．0～69．9 1 18 9
道は多くの府県よりも都市化の程度

70．O～79．9 1 13 26 が高いことになる。さて，北海道の

80，0～89．9 1 4 総戸数率は3a　2％である。これは全

90．0～99．9 1 国の値や幾何平均よりも小さい。

趾　1　461　461　46 それどころ』か，東京（5．4）神奈川

全　　　国 43．7％ 49．8 64．4
（2ag）大阪（25．5）につづいて，

G　　　M 29．8劣 56．7 69．9 全国でも総戸数率が小さいほうに属

北海道 42．1％ 36．2 50．1 する。言い換えれば，全国でも非農

rDID地区の人口集中率」と「持ち家率」は国勢調 業集落に居住する住民の割合がもっ

査による。「総戸数率」は「1970年世界農林準セソ　　とも大きいほうに属するのである。

．サス幾粟集落調査」にょる。　　　　　　　　　　第3に定住率に代用した持家率は，

5α1％である。これも，全国の値や

幾何平均よりも小さい。そして，これは大阪（442）東京（401）につづいて，全国でも持

家率が小さいほうに属する。

北海道は面積7850a　67Km2で全国総面積の21．4％，昭和35年10月1日人口は50a　9万人で

全国総人ロの5．4％を占めるが，住民り集落居住の傾向は東京や大阪などの巨大都市をもつ

都府県に酷似するものである。すなわち，昭和35年現在において，北海道の住民の多くは非

農業集落に居住するものであり，定住率も小さいものであると。　　　一
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1　資料と類型の設定

主として利用した資料は，北海道開発局『地域集積の実態調査資料一集落別人口等一覧

表』（昭和48年3月）である。前稿にのべたように，これは，昭和48年3月現在の北海道

213市町村のそれぞれについて，市町村を櫛成する集落のすべてを網羅するものである。資

料についての吟味は前稿に委ねることにして，直ちに，この資料に依拠して，市町村の集落

構成の存在形態をみることにする。

　　昭和35年10月1日現在，北海道は226市町村から構成されていたが，ここでは，資料に即＼　して213市町村として取り扱う。乳まず，市町村ごとに世帯数の合計と集落の平均世帯数を算

出し，ついで，標準偏差と変動係数を求める。このため，1集落＝1市町村にあたるものを

取りのぞき，後述するyの類型に属させる。したがって，まず，変動係数の大小によって

209市町村の集落構成をみることになる。

変動係数の小さいものからみると，石狩（O，239）上砂川（0．281）尻岸内（α347）鷹栖

（α350）南幌（α359）島牧（α360）などの順となり，αOO～α49階級に属するものが15町

村ある。これらの町村は，世帯規模でみると，類似した大きさの諸集落から構成されている

のである。一方，変動係数400以上のものは，・千歳（4．089）名寄（4．180）旭川（4927）

帯広（7．726）などである。変動係数が大きい市，例えば，帯広は80集落からなり，越前南

（11戸）新和（12戸）西富士（12戸）などから帯広市街（20，298戸）までの大小さまざまの

集落から構成されている。すなわち，変動係数が大きい市町村は，それを構成している集落

が相当数あって，世帯数からみると，それらが相当大きな広がウの分布を示すことになる。

帯広の例のように，世帯総数23，312戸の8乳1％を帯広市街が占める，のこりの3，014戸は，

79集落のそれぞれに，11戸から321戸の範囲で分布する，というた構成になるのである。

変動係数α00からα99に63町村，1．00から1．99に90市町村，aOOからa99に40市町村，

3．00以上に16市町村が，それぞれ，属している。したがって，α00から1．99に市町村総数の

71．8％の153市町村が属することになる。なお，幾何平均は1．281である。

ここでは，各市町村を構成する諸集落のなかで，世帯数がもっとも多いものを最大集落と

いう。最大集落は，ほとんどの場合，中心集落一役場，その他の主要機関の所在地一で

あるので，とりあげることにした。そして，最大集落の世帯数が，その市町村の世帯総数に

占める割合を世帯数率ということにする。この割合がもっとも大きいのは一市町村が一集落

で構成されているものである。札幌，室蘭，登別などがそれであって，世帯数率100％であ

る。そして，函館（99．6）釧路市（9駄1）亀田（91．1）帯広67ユ）小樽（85．6）苫小牧

（85．0）などが，これにつづく。他方，この割合がもっとも小さいのは，南幌（51）秩父別

（9．4）利尻（1α5）上砂川（13．9）礼文（ユ4．4）などである。前者がすべて都市であるのに

対して，後者はすべて町村である。そして，上砂川をのぞけば，それらは第1次産業就業者

率は70％以上，最大集落の世帯数は72戸から230戸の範囲にある。そして，礼文をのぞけば，

変動係数はα50未満に位置する。したカミって，住民の産業と集落の規模の両面において，｛等

質性が高いことになる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

世帯数率5．0から9．9％に2町村，nOから199％に24町村，2α0から2駄9％に43町村，

3αOから3駄9％に40市町村，4αOから49．9％に50市町村，5α0から599％に20市町村，6αO

r　　　　　　　，
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第2表市町村の集落構成一変動係数（X）と世帯数率（Y）の相関　　　　昭和35年

変　　動　　係　　数
計

曳814gi込言19g臨9陵199気皇949｛気舞19g臨91先llggl先914gl先llggl乏゜°

5．O～軌9 2 （1） 2

1軌0～14．9 2 1 （皿の ｝） 3

　15．0～19．9世

6 14 1
（∬の 3）

21

20．0～24，9 3 9 9 1 22
　25．O～29．9帯

1 9 9 1 1 21

30．O～ 1 5 9 3 1 19

数3翫0～ 2 10 6 1 2 21

40．0～ 5 9 6 4 1 25

率45・0～ 2 7 6 9 1 一 25

50．0～ 2 3「 4 2 1 12

55．0～ 2 1 3 2 8

60．0～ 1 2 1 ユ 1 1 7

65．O～ 1 1

70．O～ 1 2 3 2 1 9

75．0～
（

Hの2
） 工 1 1 2

80．0～ 1 1 1 1 1 5

85．0ん 1 1 1 3

90。0～ 1 （皿） 1

95．0～ 2 2

計　1ユ514司6・12gl　261481412111・12。9

から699％に8市町，7α0か．ら7a　9％に11市町8α0から9a　9％に11市がそれぞれ属してい

る。209市町村の世帯数率の幾何平均は36．5％である。

以上に検討してきたことから，．前稿と同じように，変動係数と世帯数率の間に相当の連関

があることが予想される。そこで，市町村の集落構成を測定する二つの指標によって準拠枠

を用慧して，各市町村を位置づけてみた。それが第2表である。その結果，相当につよい相

関々係（ρ＝．7318）がみとめられ牟。そζ臨これも，前稿に準拠して，両i指標よって測定

された値を組み合せて，以下のような分類塾準を用意した。

1　「地方金権型」変動係数1，00未溝、世帯数率3翫0％朱満

五　「中間型」これは3稲の下位類型をもつ。
　　　　　　1Mの1，工に属するものをのぞく変動係数aoO未満，世帯数率6α0％未満

皿の2、変動係叡aoO未溝世帯数率6qo％以上
　　　　　　　　　　　　　　一Mの3　変動係数aoO以」論世帯数率6αO％未満

皿　「中央集権型」変動係数aOO以上，世帯数率6α0％以上

］V　「その他」これは一市町村＝一集落0ものである。このなかの札幌や室蘭は，より広

い生活圏において最大集落であり，ヰ心集落である。したがって「中央集権型」に準ずるも

のである。しかし，これに属するすべての市や町を「中央集権型」とみることができるか，
どうか臨なお，吟味を必要とする。　　曹

．．さて・以上の基準によって分類すると・次のよう蕉なる9　　　　　　　旨
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1　53市町村　　　　　　　　　　　　　　　　　　．

1皿24市町村　　，　　　　國

　　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　：　　　　　　　　　　　L七】V　4市町村　　　　　　1

｛　　1　　　　　レ　　　　　1　　　　　　　亀
　　　：　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　†　　　　　　　　　　　　i

C　，　　　i　∬　参類された市町村の量的分析　　　ド
@　　　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　　　　　　　　　　　　　，@　　　　　　　　　　　　，@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ｪ類された213市町村がいかな：る特性を魅っている加それを，ま弘量的面からみるこ　　　　　　　　　　　　　　　　　■

　　　　　【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌧
ﾆにする。市町村の世帯総数集落凱1集落平均世帯凱最大桑落世帯数などの順にとり　　　　　　　　　　氏　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

　　　　　P?ｰてみる」　　　　　　　　　　　　・　　　　　　　・　　　、　　　　　　：
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　iｪ類され牽市町村と世帯総数の蓮関を示1したのカ㍉第3表である。市町村の世帯総数平均

は20227戸冷ら5044a芦戸へ？まり，分類の1からNへ移行サる順に大きくなっているg

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Lｵかし・中央値（Me），をとるとlI，皿め1と∬の2が接近し皿とFが同様であるカ㍉
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■

Mの3だけは独立の位置をもつゴ1，Eの11および立め2に属する市町村の9割以上の143

市町村が5㎜戸未満の階級に属1し∋」とくに∫その8割以上め125市町村は葛OOO芦未満の階

級に属している。他方・皿と坪の市や町の50％にあたる14市町は創000戸以上の階級に属ナ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1驕Bそして，かなり関連がある⇔＝：5850）めである。‘したがっ℃分類1から皿，皿かち

幅　－　　　　　　　　　　　　　　　　　「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

@　・r

Il豆の11πの21∬の3　皿　W　針
～999戸 5　　　　　　　11　　　　　　　　1　　　’　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　18　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　中

1，000～1，999 30　　　　　　　35　　　　　　　4　　　　　　　　6　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　75

72，000～2，999 11　　　・　　　　28　　　　　　　　　　　　　　㌧　　5　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　‘45

3，000～3，999 3・　　，　　　8　　　　」”　　　　　　　　　・10　㍉　　　　　　葦3　　　　　　　　　　　　　　　　24

4，000～4，999
，　　　　　2　　　　，　　　5　　　　　　　　　　　　　　　　　4　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　ユ2　　　　　　　　　　　　’

5，000～5，999 　　　　　　　　　　　　　1　　■

氏OOO鴛戸・999　炉

｝

7，000～7ガ999 1　　　　　　　　　　2」　　　4　　　　　　　　　　　7

」　　1 8，000～8、9的 1　　　　　　　　　　2　　　　1　　　　　　　　　　4

9，000～19，999、

10，000～14，999 2　　　　　1　　　　　　　　　　，5　　　　　　　　　　　8

15，00q～19・999

20；000～49，999 1　　　　　　　　　　　　　　　　3　　　　　1　　　　　5

50，000｛』99｝999 2　　　　　　　　　　　ガ

100，0bo～
’

1　　　　　1

計　　1531941　6　32　241　4　2・3
世轍鮒11・7・。3」26312g「エ939・’i・・75471369。副2。178511・78・39

声、 202年7、 2799．2 323↓．8 367a3 15378．5 50446．3 5061．7

σ 1086．4 32U．3 3820．7 2021．0 15770．8 62330．1 12746．8

肌C ．537 1，151 ．1182 ．550 1，026 1，236 2，518

晩　11716i’2・53　1625　345・Ig25◎1・35。。123。。

剃
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錦4表分類された市町村とその集落数

1・1五の・1∬の司五の31皿lwl計
集落数1 4 4

2～　4 2 2

5～　9 i3 17 3 4 37

10～14 21 28ぐ 1 1 6 57

15～19 8 22 6 3 39

20～24 5 17 11、 3 36

25～29 5 3 3 3 14

30～34 1 4 3 3 11

35～39 1 2 言

40～44 1 2 1
一

4

45～49 1 1

50～54
55～

工 3 1 5

計　卜53 941　6」321241・41213
証 14．1 16．4　　一 6．3 28．7 21．5 一

17．7

σ 6．6 8．2 2．4 14．0 15．3
一

10．4

V．C ．467 ．501 ．383 ．488 ．713 一 ．589

集計数合計174年　・54・　381g・915・61　413763
凸

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　　　　　　　　　　L

Mや皿へ移行するにつれて，それぞれの分類に属する市町村の世帯総数は，概していえば，
多くなる，といってよい。　　」

次の集落数である。この資料には3，763集落がある。したがって213市町村の平均は17」7集

落になる。工（14．1）ど皿の1（16，1），皿の3（2a7）と皿（2工5）のそれぞれが接近し

ている。そして，皿の2に属する市町村のほとんどが集落数10未満であることが注目さ乳る。
　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　i
ｻして，皿の3をのぞく各分類に属する市町村の50％から100％が，20集落未満の階級に属
している。他方，皿の3に属するものの78％強の25市町村は20集落以上の階級に属している。　　　　　　　　　　　　　　　、　　L

なお，このなかに，前出の帯広（80集落）につづく清水（68集落）足寄（64集落）芽室（58

集落）などがある。そして，皿の1に属する共和（56集落）もi集落数が多い町村である6こ

こでも，かなり関連がある（η＝．5033）のである。

第3に，集落平均世帯数である。1の新篠津（3a　1戸）秩父別（453戸）南幌（娠β戸），

五り1の更別（3生9戸）留寿都（3住6戸）共湘（4a5戸）音威子府（456戸）黒松内（4a3
　　　　　　　　　　　Lﾋ）豊頃（48。3戸），1rの3のニセコ（3＆4戸）京極（4a9戸）清水（4＆9戸）中札内，（47．8　　　　　　　　　1

戸）陸別（49．8戸）などは，いずれも，集落平均世帯数が50戸未満である。そして，これら　　　　　　　　　　　　　　「

　　　　　　　　　　　　　　　　　、ﾌ歌志内（117L7戸）夕張（144α1戸）および皿の2の赤平（1674．6戸）の炭鉱都市，皿の

苫小牧（1202．8戸）旭川”（132＆4戸）釧路（33？肌9戸）小樽』（567翫O戸）函館（6485．8戸）
’・ト「「 @　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1．

などの主要都市である。』　㌧　一一
@　　　　　頬‘　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　「ｳらに，集落平均世帯数が200戸未満のものは，1の39町村皿の1の66町村，皿め2の
　　　　　　」　　「@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　rQ町村，．皿の3．の23町村，皿の4町村などである。つまり，工，皿の1，皿の3などに属す
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第5表分類された市町村と集落平均世帯数

lI　Hの・1皿の21皿の3　皿　計
～　　49戸 3 6 5 14

50～　　99 10 21 8 1 40

100～　　149 17 20 4 41

150～　　199 9 ユ9 2 6 3 39

200～　　299 6 13 1 5 4 29

300～　　399 5 9 2 4 1 21

400～　　499 1 2 3

500～　　599 1 工 3 5

600～　　699 1 1 2

7⑪0～　　799 2 1 3

800～　　899 1 2 3

900～　　999 1 1

1，000～1，999 2 1 2 5

2，000～2，999

3，000，～3，999 1 1

4，000～4，999

5，000・｝5，999 1 1

6，000～6，999 ・畦　・

計　　】531941　613212412・9
集落平馳微　1・4a9「17α815・軌3112乳gl71翫3123a1

る市町村の70％以上が，その階級に属するが，他方，皿の2，皿などに属する市町村のその

割合は16％から33％である。そして，ここでも，かなり関連（η＝．4760）があるのである。

第4に，最大集落の世帯数である。最大集落は，そのほとんどが中心集落である。今日に

おいて高等学校へρ進学は準義勝化したといってよいほど普及している。昭和35年以前に多

くの僻地町村に定時制（季節制）高等学校が設置されたことは，周知のことである。つまり，

子女に高等学校へ進学させる必要は，第1次的必要になりつづあったのである。そうした第

1次的必郵あるいは，これに準じた必要を充足するために，いかなる機関や施設を用意し

なければならないか。これについては，既に若干の検討をしている（5㌔さしあたって，LOOO

｝蔦地域住民の第1次的必要を充足するためのサービスや商品を提供する諸機関を整備して

いる，とみてよい。以上の観点から第6表を用意した。

最大集落の世帯数が200戸未満というの｝嵩1の南幌（72戸）秩父別（115戸）新篠津（164

戸）などの水田農楓同様に，工の櫃法華（163戸）利尻（181戸）の漁村，五の1の赤井川

（199戸）の農山村である。そして，これらの6町村のうち新篠津と秩父別の最大集落は非農

業集落とされているが，他の4町村のそれぞれは幾業集落あるいは漁業集落である。すなわ

ち，これらの町村においては，集落内と集落間の分業力㍉ほとんど展開していないと推定さ

れる。そして，町村全域の事業所数も，赤井川（68所）椴法華（77所）新篠津（83所）など

は100所未満であった。1

他九最大集落の世帯数が1方戸以上になるものi恥皿の北見（1LO32戸）苫小牧（1島

中



、
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第6表分頬された市町村と最大集落の世帯数

i・1皿の・hの21∬の31皿Iwl計
戸

～　　　99 1 1

100～　　199 4 1 5

200～　　299 16 7 23

300～　　399 8 7 15

400～　499 7 7 1 2 r　　17

500～　　599 6 11 17

600～　　699 4 5 3 12

700～　　799 2 12 14

800～　　899 1 11 1 13

900～　　999 3 2 3 一 8

1，000～1，999 1 24 4 13 1 43

2，000～2，999 3 6 3 12

3，000～3，999 2 3 2 7

4，000～4，999 1 1 1 3

5，000～7，499 6 2 8

7，500～9，999 1 1 4 6

10，000～49，999 5 1 6

50，000～99，999 2 2

109・OOO～
’

1 1

計　15319411　61321241　4．12・3
世撒舗12込8921［9創88呂1・亀93215も85gl3。恥6・812。為785169島964

記 43L9 1030．7 2155．3 171塩3 12858．7 504403’ 3253．4
σ　　・ 238．1 1005．7 2540．3 95L3 1462L8、 62330．1 12439．9、

V‘C ・与51， ．976 1，179 ．555 1，137 1，236 3，824

263戸）帯広（20，298戸）釧路（33，478戸）小樽（3a847戸）旭ナII（4島618戸）函館（5＆

156戸）などと，Wの室蘭（33，315戸）札幌（156，651戸）などである。これらの都市が，そ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一黷ｼ払自行政区域内や生活圏の中心集落であるだけでなく，それらをこえたより広い地域

の住昆の諸活動に影響を与え，それらを統合する中枢的な諸機関をもつことは，周知のこと

である。，　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　．．

さて，先述のように，最大集落もしくは中心集落の世帯数が1，000戸未満であれ｝涛、その

集落は地域住民の第1次的必要を充足するための十分な諸機関を備えていないことが多いと

しよう。そうすると，工の町村は標茶（為183戸）以外のすぺてカ㍉そのような町村である。

同様に，皿の1の市町村では，総数の67％をしめる63町村」五の3の市町村では，総数の28

％をしめる9町村などが現それに該当する。他九血とWの市や町のなかに端これに骸当

するもの漢ないことになる。．　　　　　　，
他知最大集落の世帯数力篭000戸以上1α000戸未満の都市はどうか。皿の1の夕張（71　　　　　凸

683戸）、と皿の2の赤平（71801戸）は，周知のように，炭鉱都市であって，せいぜい，自行

政区域内の必要を充足する諸機関をもつだけである。皿の砂川⑮544戸）と三笠（9062戸）

も同様である。皿の千歳（偽792戸）、は北海道の中心都市札幌の機能のr部を分担するとい
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う面からみて，地域中b集落といった総合的性格をもたないものとみてよい｛％　しかし，皿

の名寄（嵩605戸）は上川北部の，滝川（q560戸）は空知中部の，それぞれの生活圏のヰ心

集落である。そして，1皿に属する根室’（嵩799戸）網走（5963戸）’留萌（6，521戸）稚内

（8，231戸）岩見沢⑲375戸）などは，生活圏のヰ心集落であるだけでなく，道や国の出先

機関の主要なものを集積する地方中核都市である。このようにみると，市町村の分類と最大

集落の世帯数の間に相当の連関があることを予想することができる。そして，ここでは，4

つの変数のそれのなかで，もっとも強い関連（η＝．6065）があったのである。

皿　分類された市町村の質的分析

ここでは変数として第4次産業就業者串雇用就業者亀人口100人あたり専門・管理・

事務従事者数などを，まず，とりあげて検討する，ついで，それらとは性格のことなる総戸

数率と持家率をとりあげよう｛O。

まず，’第1次産業就業者率である。これは，15歳以上の就業者総数に占める第1次産業就

業者の割合のことである。北海道は3a　8％であって，全国の327％に近似する。しかし，市

町村ごとにみると，上砂川（エ．4）歌志内（1．7）室蘭⑫1）などから，工の端野（8α3）

厚田（81．2）戸井（8上3）蝦法華（8L4）鷹栖（8a　1）南幌（8a7）北（8a6）」や五の1の

@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

第7表分類された市町村と第1次産業就業老率

lIIHの・皿の司Hの31皿lW1計
O～4．9霧 1 1 1 3

5．0～　9．9 1 3 2 6

10．0～14．9 1 2 3

15．O～19。9 4 4

2軌O～2↓9 3 1 1 5

25．O～29．9 2 2 4

30．0～34．9 1 4 1 4 5 15

35，0～39．9
ユ 1 3 6

40．O～44．9 1 4 3 1 8

45．0～49．9 1 6 1 、5 13

50．O～54．9 1 16 1 3 21

55．0～59．9
㍉4 14 1 10 1 30

60．0～64．9 3 9 2 14

65，0～69．9 9 14 7 30

70．0～74．g 12 8 20

75．0～79．9 13 9 22

80．O～84．9 7 2 9

85．0～89．9

計　153194161321241412・3
qM（％） 65．1 53．0 31．4 52．9 23．6 8．4 48．6

Me 72．7 5a　2、
一

56．5 30．o 一
58．1

■
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東神楽（80．8）中窪良野（8L　1）な呂L4％から8a　6％の範囲に分布している。しかし，

分類にしたがってみると，1の町村の多くが55％から85％皿の1の市町村の多くが40％か

ら80％皿の3は45％から70％皿は5．0％から45％などの範囲に分布しており，幾何平均

は6翫1％5ao％529％2a6％などである。北海道市町村の幾何平均は4a6％であるか

ら，1，∬の1および皿の3はそれより大きく，皿の2，皿およびyはそれよりも小さいこ

とになる。ここでは，1，皿の1および皿の3のような，最大集落の行政区域内における中

心性が稀蒋な市町杜すなわち，渠落間の類似性が濃い市町村は，第1次産業者率が大きい

瓜他九最大集落の中心性が卓越しているほ呂その市町村の第1次産業就業者率が小さ

いことを確認することができる（bl．7衷）。それi風かなり強い関連がある（η＝．7020）の

である。

就業者が公的に組織された職揚つまり，事業所に雇用される割合をみるために雇用者率

をみることにする。これは，主として，第1次産業就業者率では捕捉しがたい側面である。

雇用者率は全国5上9％，北海道も同じ5L9％である。しかし，市町村ごとにみると，次のと

おりである。1の鷹栖（146）尻岸内（15、9）椴法華（1α4）戸井（16．8）松前（1a5）な

どや五の1の更別（18．3）東神楽（19．5）など｝馬雇用者率が20％未満である。他方，工の

上砂川（9上2），∬の1の夕張（8a　5）歌志内（ga　5），皿の2の赤平（8a　5），皿の三笠

（841）などの炭鉱都市や，皿の函館（8α0）苫小牧（823）釧路（8a4）な呂Wの登別

第8表分類された市町村と雇用者率

lIl∬の・1五の21Hの31・皿iwl計
0．O～　4，9

5．0～　919

10．0～14．9 1 1

15．O～19．9 4 2 6

20．0～24．9 16 工2 1 29

25．0～29．9 10 8 1 19

30．0～34．9 11 8 5 24

35．O～39．9 1 11 3 15

40．0～44．9 2 13 1 5 21

1 45．0～49．9 2 12 7 2 23

50．0～54．9 2 工o 1 4 3
、

20

55．0～59．9 6 1 2 2 ’11

60、0～64．9 2 2 1 3 8

65．0～6甑9 4 1 2 3 1 11

70．0～74．9 1 3 1 5 10

75，0～79．9 1 1 2 4

80，0～84．9 1 4 2． 7

85，0～89．9 工 1 2

90．0～94．9 1 1． ・　　2

計　1531941　61321241　4 213

αM（％） 29．3 40．3 61．7 44．2 65．9 79．6 41．O

Me（％） 27．8 42．3 62．5 45．7 6a3 一
43．o
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（81．0）札幌（825）室蘭（8＆0）などは，いずれも，雇用老率が80％をこえる。すなわち，

雇用者率でみると，各市町村は14。6％から92．5％の範囲で分布しているのである（第8表）。

雇用者率が20％未満の町村は純農村一一鷹栖，更別，東神楽一か，あるいは沿岸漁村

一尻岸内，椴法華，戸井，松前一である。しかし，雇用者率が80％以上の町や市は，次

の二つの傾向をもつようである。まず，第2次産業のうちのどれか一つの産業が中心になっ

て，その町や市の生産活動を組織しているもので，例えば，「企業型下町」とか鉱山集落な

どといわれるもの一上砂川，夕張，歌志内，三笠などである。第2は総合都市的性格のも

ので，例えば，函館，苫小牧，釧路，札幌，室蘭などである。

さて，幾何平均をみると，工（29．3）皿の1（40．3）豆の3（44．2）五の2（61．7）皿

（65．9）y（796）の順となる。そして，次の3つの分類，皿の2，皿および】Vに属する市

町村は，すべてが雇用者率40％以上のものである。なお，ここでも，かなり関連がある

（η＝．6296）のである。

第3に，人口100人当り専門・管理・事務従事者数をとりあげる。これは，各布町村の生

産・生活の諸活動に方向づけし，調整する，すなわち，それらを統合するために必要とされ

る人員の割合をみるためのものである。この割合が大きければ大きいほど，その市町村の住

民の諸活動が分化し，より複雑なものになる。それらが複雑であれば複雑であるほど，諸活

動を方向づけし，調整するための人員や機関の量的および質的増加が必要になる。そこで，

第9表を用意して，これをみることにした。　　　　　　　　　　　　　　　　・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’ｳて，人口100人当り専門・管理・慕務従事者が3人未満のものが，12町村ある。1の厚

田⑫17）戸井（2。21）尻岸内（2、29）砂原⑫45）北（2．53）櫃法華（a57）熊石（264）

南茅部（a74）福島（a85）乙部（a88）鷹栖（a90）などの11町村と皿の1の中密良野

（2．87）である。これらのうちで明治以降の開拓による提村は北，鷹栖，中冨良野などであ

る。他の9町村は，いずれも，少なくとも近世後期に和人の定住をみた沿岸漁村である。

他方，それが9人以上のものが，8市ある。皿の釧路⑲33）留萌（9・45）北見（a51）

帯広（a69）函館⑲84）旭川（1α39）小栂（11．01）および皿の札幌（1438）である。

なお，8．0人以上90人未満のものが10市町ある。正の1の虻田（＆6？），正の3の浦河（824）

深川（8．58），皿の苫小牧（8．04）稚内（＆12）江差（a16）網走（8．35）倶知安（＆59）

滝川（＆55）岩見沢（＆68）などである。以上のうち，虻田｛8〕以外の17市町は，いずれも，

行政区域と生活圏の両方の中心集落（市街集落）をもつ。さらに，その多くは，支庁や北海

道の第1豫出先機関および国の各種の出先機関と関連諸施をもつ地方中核都市である。なお・

雇用者率80％以上の夕張，歌志内，赤平，上砂川，三笠，登別および室蘭は，いずれも，そ

れがao人未満である。この事実は，第1次産業就業者率が小さくて，雇用者率が大きいと

いうことが，それだけでは，その地域住民の諸活動が一定度以上に分化していると断定しが

たいことを示唆するものである。したがって，地域住民の諸活動の存在形態に接近するさい

d要な手がかりを与えるので，無視することはできない｛9；。

さらに，i幾何平均は1（a　72）五のの1（474）皿の2（5・03）皿の3（557）皿（乳65）

　　　　　　　　　　　　　　　　」@　　　　　　、

｢。そして，皿と］Vに属する28市町の70％以上にあたる20市町は乳O人以上の階級に属して

いる。他方，1と皿の1に属する147市町村の65％以上にあたる96市町村は5・0人未満の階級
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第9表分類された市町村と人口100人当り専門・管理・事務従事者数

lIl皿の・1五の司Hの明皿iwl計
2．0～2．49人 4 4

2．5～2．99 7 1 8

3，0～3．49 10 5 15

3，5～3‘99 13 17 2 32

4．0～4．49 5 15 2 22

4．5～4．99 4 ユ5 5 2 26

5．q～5．49 9 16 2 12 3 ‘2

5．5～5．99 16 5 1 1 23

6．0～6．49 5 1 ε 1 10

6．5～6．99 1 工 2 4

7．0～7．49 1 1 2 噛　　1 5

乳5～乳991 1 1 2 4

＆0～β．49 1 4 5

a5～8．99
】． 1 3 5・

9．0～9，49 2 2

9，5～9、99 3
一

3

10．0～10．9 1 1

11．0～11．9 1 1

ユ2．0～12．9

13．O～1369，　　　　　，

14．O～14．9 1 1

計　153トつ4．1　61321241　412・3
G．M（人） 　　℃　ド

R．72 4．74 5．03 5．57 7．65 7．83 4．87

lMe（人） 3．71 4．80
一

5．38 8．25
｝

4．99

罰七

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　県@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、　　　　　　　　，

ﾉ属している。したがって，ここでも，．かなり強い関連がある、（η＝．7117）のである。

さて，以上のものと性格がことなる質的変数である総戸数率をとりあげよう㊤O。これは，

地域住民を世帯単位にとらえて，世帯総数¢｝どれくらいの割合のものが，諸活動を直接規制

する枠組として践業集落（部落組織）を考慮することたなるか，1を測定する指標である。総
戸数率が大きければ大きし｛ほ呂、住民のよつ大きな部分が，諸活動において，多少とも，部　　　　　　　　　　　　’

落規制を、うけることになる．のである。もっとも，：これには「混住化」鱒一部落に居住する

非農家の割倉を考慮する必要φる。しかし，そめ分析は後稿に委ねることにする。，　　、

総戸数率90％以上のものは，1，皿の1，皿の2，皿の3寧よび皿の分類のそれぞれにあ
．？℃合計獅榔お脇1の蛎（9α9）願（9L3）醐（9且・）鰯（9盆5）残（9a3）』別海（944＞鷹栖⑲7ξ5）大野（9乳0）．端野（9乳7）礼文（994）福島（10LO）

櫃法華qOL　5）．島牧、（103・7）砂原（10＆3）1などヂ皿の1の枝幸（9α1）小清水（90．1）
　　　　　　　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　　　　　　　　『　　　L　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，　　　　　　　　　　1

ｴ爺（90．3）：白滝（，a9）赤井川’（944）北童⑲42）雄武く9a4）標津（99、7）東神楽

て9＆5）日高（99」9）冒歌登（100．0）奈井江（1034）な呂皿の2の神恵内（923）や皿の
　　　　　　　　　　　　　匹　　　　七Rめ津別（9玉6），そし℃∫皿の広尾（9＆2）一などである。このなかに，総戸数率が10α0を

こえるものが【 U町村ある。これは調査時点のズレと調査上の誤差によるものセあろう『。

引㌧
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さら鵬最大集落の世帯数がLOOO戸をこえるものが5町村ある。∬の1の雄武（為045戸）

奈井江（為37工戸）枝幸（M41戸），江の3の津別（1459戸）および皿の広尾（M68戸）で

ある。農業集落の設定は関係機関の協議に拠っているが，なお，吟味を要するかもしれない。

しかし，調査時点が昭和35年2月1日である。事晃1，000戸以上の世帯からなる「市街」

集落であっても・相当数の「農家」を含んでい丸こともたしかである吼なお，1と皿の2

に分類された町村に｝嵩これに該当するものがなかった。．

他方総戸数率が90％以上であり，最大集落の世帯数が500戸未満のものは，工の椴法菰

・島臨礼文砂原，戸弗端野熊瓦厚瓦大野福廟，奥風1rの1の赤井川，北竜
洞爺白港歌登および1工の2の神恵内である。これらの町村｝馬集落内と集落間の両面で

の等質｛生が大きい。そして，それらは沿岸漁杜内陸醍村および農山村を含んでいる。なお，

皿の3，皿および1Ψに属する市町村には，これに該当するものはなかった。

第工0表分類された市町村と総戸数率　　　　昭和35年

1・1耳の11皿の司耳の3　明W1言＋
｝　　　　　　　　　｛　　　　L

ﾈ　　　　し闘 1 1 2

0．0～　　4．9 1、 2 1 4

5．0～　　9．9 1 　，R 1 5
．1 P0．O～　ユ4．9 工 1 3 ・　　　5

15・ρ～1軌9 3 3 6

20．0～　24，9 1 1 3 5

を5二〇～捻9 1 3 3 2 1 10

30．0」㌧　34～9 3 1 2 10

35．0～　39．9 ’ 6 6 1 13

40．O～　44．9 5 6 1 12

4岳0～．4伍9 2 6 1 1 10

50，0～　5へ9 2 14 4 20

55．O～159．9 1 9 3 1 14

6．OO～　64．9 3 8
噌　」

11

65．0～　β9；9 7 4 1 11

’70．0～　749
7’ 4 ユ2

75．0ん　79．9 、　　　4 5 1 1 11

80．0～　84．9 3 2 5

ρ 8鼠0～　89．・9 10 5 1 1 18

90．0～　94．9 6． 6 Ψ1 1 14

95．ol～99；9 4 4 1 9

’10｛LO～・10生9 L　　　3 2 5

ユO蕊0～10軌9 1’ や

計　1531941　61321・241　41213
qM（％） 6＆7 50・8． 52．8 42．9 19．9 13．9 46．9

Me（％）二 76．9 5aケ 625 41．7 21．7 工7．5 56．6

農家点在地はあるが農業集落はない町村や総戸数率が15％未満のものカ㍉16市町村ある。

1の上砂川くなし），皿の1の歌志内（なし）タ張（ag）羅臼（＆8）美唄（139）・皿の3
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の紋別（14．2），皿の釧路（1．7）函館（4．7）苫小牧（56）三笠（α7）千歳（9．3）砂川

（11．1）帯広（121）小樽（1Z2）およびWの室蘭（4．0）札幌（a5）などである。このう

ち，皿の3，皿および】yに属する各市は，集落構成の存在形態が「中央集権型」である。し

かし，1および皿の1に属する市や町は，それぞれ，集落構成のそれが「地方分権型」であ

る。すなわち，類似した構成や規模の諸集落一上砂川，歌志内，夕張，美唄などは鉱山集

落，羅臼は漁業集落一一からなる市や町なのである。

このように，総戸数率は農業集落に直接に関連するぶ，非盤業集落には間接的にしか関連

しない。したがって，総戸数率は，これらの分類の適切な分析変数にみえないかもしれない。

しかし，総戸数率35％未満一北海道の総戸数率は36．2％一一のものは，合計47市町村，

総計の2a1％である。そのうちわけは，1の3町村，皿の1の13市町村，皿の2の2市町，

皿の3の8市町，皿【の18市町，Wの3市などである。そして，それぞれの総数の5・7％

13．8％，33．3％，2臥0％，75．0％，750％などにあたる。他方，総戸数率80％以上一鹿児

島県の総戸数率は79、9％一のものは，合計52町村，総計の24．4％である。そのうちわけは，

1の24町村，皿の1の20町村，皿の2の2町村，皿の3の4町村，皿の2町村などである。

そして，それぞれの総数の453％，21．3％，33・3％，125％，8．3％などであり，1Wこは該

当なしである。したがって，関連が十分にみとめられるのである（η・＝．5389）。

七持家率が30％未満のものが9市町ある。1の上砂川（12．3），Irの1の夕張（12，3）歌志

内（13．2）阿寒（2＆0）芦別（2＆3）美i唄（2a　2），皿の2の赤平（2a　3），皿の三笠（199）

などの鉱山集落からなる町や市とWの室蘭（28．3）などである。他方，持家率が85％以上

一富山県の持家率が84．1％一のものが6町村ある。1の南幌（肌0）雨竜（85．3）北
（88．7）鷹栖（91．1），1［の1の中富良野（8臥3）東神楽（8盈4）などである。これらは，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㌧

農家率7a3％（雨竜）から8底8％（鷹栖）の範囲にある水田農村である。

このように，持家率においても，広い範囲に分布している。そして，持家率50％未満一

北海道の持家率に5α1％一一のものは，37市町村，総数の17」4％である。そのうちわけは，

1の2町村，皿の1の10市町村，皿の2の3市町村，皿の3の4市町村，凸 Mめ14市町および

Wの4市町である。それぞれの総計に対する割合は，3．8％，1α6％，50．O％，1a　5％，58、3

％および100．0％である。他方，i持家率70％以上一全国の持家率の幾何平均は6ag％一一一

のものは，96市町村，総数の4臥1％である。そのうちわけは，工の42町村，11の1の43町村，

皿の2の1町村，皿の3の9町村，皿の1町村である。それぞれの総計に対する割合は，

81．1％，45．7％，16．7％，2＆1％，4．2％であうて，】Ψは該当なしである。したがって，こ
こでも，かなり関連があるといってよい（η＝，5578）　（第11表）。　　　　　　　㌘　　　　　　　　　　　　　　　一

北海道の全市町村を分類し，量的および質的な諸変数によって分析を試みた結果は，以上

の通りである。分類（名義尺度）と各量的変数とは，かなり連関がある（η罵，4760からη＝

。6065の範囲）のである。とくに，分類と最大集落の世帯数という変数の連関は，量的諸変

　　一狽ﾌなかで，もっとも強い（η謂．6065）。　一

これは，私どもの分類が各市町村を構成する集落の世帯数から算出した変動係数と，世帯

総数に占める最大集落の世帯数の割合（世帯数率）の租合せに準拠したこどによる。この分

類は，各市町村において，住民の諸活動が中心集落の規模と内容に規定されるところが大き

い，そして，近代化および産業化が深化すると，そのことがますます強化される，という作

業仮説に基づいている。中心集落のほとんどが最大集落であり，その内容をより直接的に表
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第11表分類された市町村と持家率

lIl職1豆の2iHの31皿lwl計
10・0～14．9％ 1 2 3

15．0～19，9 1 1

20．O～24．9 1 1

25．0～29．9 3 1 4

30．0～34．9 1 3 1 5

35．0～39．9 ・1 3 1 5

40．0～44．9 1 2 1 2 6

‘5．0～49．9 1 2 3 5 1 12

50．O～54．9 2 ヤ6 1 2 4 15

55．0～59．9 1 5 9 2 17

60．O～64．9 1 17 3 2 23

65．0～69．9 ‘　　5 13 1 5 1 25

70．0・｝74．9 5 16 4 1 27

75．O～79．9 16 15 35

80．0～84．9 17 10 1 28

85．0～89．9 3 2 5

90．0～g4．9 1

95．0～99．9
ρ

計　1531941　6 32 24　41・13
G、M（瑠） 73．2 63．0 47．8 61．9 45．6 35．5 61．8

Me（％） 78．6 68．5
一

61．7 48．o
一 63．2

現するものカ㍉最大集落に集積する各種の社会的交流の綜節機関一具体的には各種の瑛業
所や施設一である。ここでは，事業所や施設の規模や内容を吟味することに代用して，人　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

変数の間でもっとも強い関連を示した（η＝＝．「71117）。，他の二つの変数との間にも相当の関連
があった。しかし，各布町村の住属の諸活動の規模と内容をより適切に示唆したのは，人口　　　　　　叱

100人あたりの専門・管理・事務従事者数なのである的（第12表）。

総戸数率や持尿率は，地域社会一一諸集落，市

第12表 町村，生活圏など一の成立・展開凄情（歴史）

1欄比η
と住民の社会的性格q碗こも関連する。それが前掲

ﾌ3変数よりも複雑な関連を示す背景にある。北
（1）世帯総数 ．5850 海道市町村とそれらの諸集落の多くは，府県のぞ
集落数
W落平均世帯数

．5033

D4760
れらに比べて，より直接的に田本資本制の成立・

最大集落世帯数 ．6065
展開過程に規制された歴史をもつ面。言い換えれ

②第1次産業就業者串 ．7020 ば，農家は当初から商品生産を営み，集落はより

雇用者率 ．6296 ，純粋に「部分村落」鮒として存在した。総戸数率

， 爆齢灘嚢門 ’　．7117 ，や持家率が示唆する北海道市町村の集落構成一一般

（3）総戸数率 ．5389 が，巨大都市をヰ心集落とする都府県のそれらに

持家率 ．5578 酷似することは，上述の地域の歴史に依拠すると
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第13表

1・IHの・1皿の21皿の31副刈斗ヒ海道

市町村 53 94 6 32 24 4 213

｛1）世粥数平均 2022．7 2799．2 3231．8 3673．3 15378．5 50446．3 5061．7

同標準偏差 1086．4 3211．3 3820．7 2021．0 15770．8 62330．1 12746．8

②集落数：乎均 14．1 16．4 6．3 28．7 21．5 一 17．7

　　　　　　1ｯ標準偏差 6．6 8．2 2．4 14．0 15．3 一
10．4

㈲最大集落世帯数の平均 431．9 1030．7 2155．3 1714．3 12858．7 50446．3 3253．4

同標準偏差 238．1 1005．7 2540．3 951；3 14621．8 62330．1 12439．9

④第1：次産業就業者率平均％ 65．1 53．0 31．4 5凱9 23．6　　　8．4 4呂．6

29．3

P3．72

U8．7

　40．3

@4．74

v50．8

β1．7

T．03

T2．8

44．2

T．57

S2．9

65．9　　79．6

V．65　　7．83

P百．9　13．9

41．0

S．87

S6．9

⑧持家率平均　1 73．2　　63．0 47．8 61．9 45．6　　35．5 61．8

噛）から（8｝までは幾何平均である　　　町

ころが大きいのではあるまいか。

せ，第13表は，要約のために，分類された市町村の平均的特性を掲げたものである。これにつ

いて再言する必要はないと思う。

四・北海道市町村の動向一昭和35年から45年まで一

ここでは，前稿と本稿を通じて観察可能であった築実を通じて，集落構成という視点から

分類した市町村カミ，昭和35年から45年にわたって，いかなる動向を示したのかを明らかにし

たい。なお，紙幅に限りがあるので，その一部に言及するに留める。

まず，分類された市町村を35年と45年で比べてみる。王は53町村から37町村へと16町村減

小する。11の1は94市町村から88布町村へと6市町村減少する。皿の2は6市町村から7市

町村へと1市町村増加する。皿の3は同じく32市町村で増減がない。皿は24市町村から45市

町村へと21市町村もの大幅の増加である。そして，］yは増減なしの4市町である。

このようにみると，1の「地方分権型」町村の3割以上カミ集落構成の面で変化し，工以外

の分類に属するようになる6他方，皿の「中央集権型」市町村は，他の諸分類に属していた

市町村が集落構成の上で皿に転化したので，21市町村も増加し，北海道市町村総数φ琢3％

から2U％へとその割合を拡大した。そして，中間の諸類型やWに属する市町村数臨ほ

とんど変化していない，ということになる。

’しかし，工に属した17町村が，この10年間に集落構成は激変させて，中央集権型の血へ転

出することになったのではない。これらのすべては，中間型の皿の1へ転出した。すなわち，

最大集落の世帯数が増加するか，あるいは，少なくとも，それが各町村の世帯総数に占める

割合が拡大したか，』したのである。他九∬の2からエへ転出したのは泊である。これは世

帯総数ヵ瓠785戸から910声へ激減すると同時にF最大集落が35年と45年で転移し，世帯数も

1，109戸から317戸へ激減した過疎町村である㈲。

中間型の韮の1臨地方分権型の工から17町村を入れたが，23市町村を他へ転出させた。
占■占　　　　一
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そのうちわけは・同じ中問型の丑の2へ4市町村，五の3へ12市町村および皿へ7市町村な

どである。五の1に属するものは，35年の94市町村から45年の88市町村へ，10年間に6市町

村の減少ということになる。これは，一見，停滞のようであるが，内実は，以上のように，

複雑な動きを示したのである。

同様に，中間型の豆の2も，複雑な激しい動きを示す。五の1から4市町村が転入したが，

皿の1へ1町村および皿へ2市町村を転出させた。所属市町村の半数が入れかわったのであ

る。皿の3は，ある意味では単純な動きを示した。11の1から12布町村が転入し，皿へ12市

町村が転出したのである。皿の中央集権型は，皿の1から7市町村，五の2から2布町村，

1［の3から12市町村などの合計21市町村を転入させたが，他の類型の転出は皆無である。そ

して，Wの類型は，この10年間には，まったく増減がないのである。

以上のことから，市町村の集落構成の変化の方向を次のように要約することができる。ま

ず，］工の1および皿の2に属する市町村の集落構成が変化するとき，複数の方向が存在する。

これらの類型間の動向に準拠すれば，皿の1のそれは三方向，1［の2は二方向ということに

なる。他方，工と皿の3に属する市町村の場合には，一方向しかない。工は五の1の，そし

て皿の3は皿の集落構成の市町村の方向である。

第14表　北海道市町村の動向一一昭和35年～45年一　　　　　　．

’　　　　甲

昭　　昭　　45　年 昭和35年

IInの・i亙の司Hの3　皿　W 計

1 36 17 53

昭 ∬の1 71 4 12 7 94

和 皿の2 1 3 2 6
35 虹の3 20 12 32
年

皿 24 24

1 w 4 4

昭和45年訓　371881　7　321451　41213

要約しておこう。集落構成が変化し，ある類型から他の類型へ転出入したのは，55市町村，

総数の2義8％である。集落構成が変化しても，なお，類型内にとどまりえたのは，158市町

村，，総計の742％である。そして，55市町村のうち，1市町村のみが皿の2の集落構成のも

のから1の集落構成のものへと類間の移動を示した。他の54市町村のすべては，下向よりも

纂1図 市町村の分類間の移動関係

．」

一｝
　　　　　　　●

E

工；地方分楢型　nの1，nの2，nの3沖間型　m；中央集描型W言耶中央集描

’　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
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上昇一地方分権的な構成から中央集権的な構成q方向ヘーの変化を示した。54市町村の

うち29市町村は世帯総数を減少させた。しかし，29市町村をふくむすべてが・最大集落の世

帯数を増加させ，世帯数率一世帯総数に占める最大集落の世帯数の割合を拡大し・中心集

落の内容を充実している。

ここでは，ひとまず，次のモデルを提示しておく。集落構成が矢印の方向へ変化するとい

うのである。一→は可能｛生を考えたものである（第1図）。

まとめ一i残された課題

皿の未尾において，はしがきから皿までに詳述したことを要約しておいたので，再言する

必要はない。］Ψの「北海道市町村の動向」においては，地方分権型から中央集権におよぶ諸

類型問を，市町村がいかに移動するかについての見通しをのべたにとどまる。それは不十分

な記述とみてよい。

さて，市町村の集落構成は，高度経済成長期においての全国的な人口の都市集中と，事業

所や施設一とくに管理中枢機関の集中とにみられる社会集権化の動向に規定されて変化す

る。つまり，全国的動向は市町村や集落という場においても，濃淡を示しながら，展開する。

それが，市町村の集落構成においての「地方分権型」から「中央集権型」へ推移となって表

現されている。そのような地域社会再編成の一部分は，市町村，生活圏および都道府県など
　層
ﾌ各中心集落に諸機関や諸施設を集積し，同時に住民の多くを集中することである。その過

程において，中心集落は，いよいよ中心性を強化しながら，最大集落に成長し，市街化して

ゆく。

私どもの意図は，このすぐれて現代的な社会現象の記述を深めることにあるいその意味で，

Fで試みたことは，ほんの手始めにすぎないのである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　軸k付記〕

本稿は「日本経済研究奨励財団」の昭和53年度助成による「現段階における北海道市町村

の集落構成についての一考察」の一部である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
E　　　　　　　　　輸　　　　　註圃

@　　　　　　　　　　一
　　　　　　　　　　　　　卜i1＞黒崎八洲次良’ u高度経済成長期の地域社会の動向についての若干の考察（その4）」（北海道教育

大学『僻地教育研究25－1』1678年3月）

なお，次のものを参照されたい。

黒崎八洲次良「高度経済成長期の僻地町村における人口と世帯」（北海道教育大学『僻地教育研究

20一ユ』昭和48年3月）

同上「高度経済成長期の地域社会の動向についての若干の考察（その1）～（その3）」（北海道
教育大学『僻地教育研究22－1，24－1』1975年3月，’76年3月’，’77年3月）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　’

同上r世帯総数，農家数および総戸数について」（東京教育大学社会教室r続現代社会の実証的研

究』1977年3月）

同上「北海道における町村の集落構成と地域振興にろいての若干の提言」（北海道総務部『北海道

問題研究員レポートV』昭和54年3月）

同上「北海道市町村の集落構成と史rlり含意にっい七」ζ『地方史研究16029巻4号』1979年6月）

1
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②総理府統計局『我が国の入口集中地区』昭和52年

③農林雀統計調査部『1970年世界蔑林業セソサス北海道統計1舗1971年，p．11～12

（の　この場合，幾何平均は全国比率よりも適切なi雄準である。

㈲前掲「高度成長期の地域社会の動向についての若干の考察（その2）一とくに市街地戸数を手が

かりとして一」を参照。なお，住民の第1次的必要は，地域住民の生活水準一共有される準拠枠

一に規定されるので，変動がはげしい社会では，時間による変化を考慮しなければなるまい。

⑥札幌の諸機能の一部である治安一自衛隊一一や交通一一空港を千歳ボ分担している。

（7）前者の3指標は地域住民の産業・職業に関連するものであり，後者の2揃標は地域住民の屠住形態

に関連するものであるといえよう。

（8）虻田は，伊達や登別などとともに室蘭の近郊にあり，その生活圏に属する。

⑨産業別および職業別の人口や割合は，．地域住民の諸活動の営利的側面に，より直接的な関連をもつ

指標であるということができる。他方，人口100人あたり専門・管理・恭務従離者数なる指標は・そ

の非営利的側面にも，相当の関連をもつと考える。これは，サービス産業とその闘連産業に関連する

資料を指標とするときにも，妥当するのではあるまいか。

¢O総戸数率という，未だに市民椛を獲得していない用語については，前掲「世帯総数，農象数および

総戸数について」を参照。

ω混住化には二つの方向がある。一つは，集落内へ新来の非農家が転入すること，二つは，集落内の

農家が兼業化したり，廃農一非爆家になったりすることである。例えば，福武直，蓮見音彦編『企

業選出と地域社会』昭和54年，を参照。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・

紛各最大集落の農家数は，雄武45戸，奈井江45戸，枝幸45戸，津別119戸，広尾79戸などである（幾

林省統計調査部『1970年世界農林業セソサス　雌業集落カード』

㈱　このような視角から北海道の分析を試みたのが，前掲「高度経済成長期の地域社会の動向について

の若干の考察一人ロ総数と事務，技術，管理関係職業人口との闘連を手がかりとして一」である。

（④　農家が自己像を投機的経営を営む「澱粉師」あるいは「雑穀師」と規定し，近隣農家を「今日だけ

タヨリになる。しかし，明日は部落に居住しないかもしれない」と規定したのは，虻田郡留寿都村で

は明治40年代一大正初期のようである。これは，農村社会の確立一成烈り切になされた（黒崎八洲

次良「僻地長期調査その五ある農民一S。Kさんの略歴」（『雷斎の窓150号』）。

⑮黒崎八洲次良『近代盤業村落の成立と展開』東京，御茶の水雷房，1977年

⑯　「部分村落」については，中村吉治『社会史　H』東京，山川出版，昭和40年・安孫子麟氏執箪部

分，とくに，P．378

⑰茅沼炭坑の閉山によって，戸数が激減した。

@　　　　　　　　　　　　　一
@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　，


